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１ 財務書類作成の意義 

 

単式簿記・現金主義会計を採用している地方公共団体の会計基準とは別に、複式簿記・発生主義会計に

基づいた財務書類を作成することで、資産・負債等のストック情報を把握することができます。 

特に、固定資産の価額評価や引当金計算などが含まれているため、これまで表せなかった行財政運営に

たいへん有効な情報を補完することができ、民間の会社と同じような経営的な分析も可能となります。 

    また、本財務諸表は、国の示した「統一的な基準」により作成しており、他団体と比較しやすくなって

います。 

 

２ 財務書類の構成 

 

    財務書類は次の４表で構成しています。 

 

２－１ 貸借対照表（BS : Balance sheet） 

自治体が住民サービスを提供するために保有している財産（資産）と、その財産をどのような財源（負

債・純資産）で賄ってきたかを総括的に対照表示したものです。 

 

２－２ 行政コスト計算書（PL : Profit and loss statement） 

一年間の行政活動のうち、扶助費や物件費などの資産形成に結びつかない行政サービス経費と、その

対価として得られた財源を対比させたものです。 

 

２－３ 純資産変動計算書（NW : Net worth matrix） 

貸借対照表の純資産が一年間でどのように変動したかを表したものです。 

 

２－４ 資金収支計算書（CF : Cash flow statement） 

     現金（資金）の出入り情報を、３つの活動区分に分けて表示したものです。 

 

   これら４表の内容を補足するため、注記、附属明細書を作成しています。（簡易版では省略） 

 

３ 連結会計 

 

    地方公共団体の行政サービス経費及び資産は、一般会計を中心とした普通会計（以下「一般会計等」と

いう。）だけでなく、その他の特別会計や関係団体会計（以下「関係団体会計等」という。）に計上されて

おり、一般会計等の財務書類を作成するだけでは、地方公共団体の財務状況の全体像を表すことはできま

せん。 

    そこで、関係団体会計等を１つの行政サービス実施主体会計として連結し、公的資金によって形成され

た資産、コスト及び資金収支などを総合的に表します。 

    一般会計等、全体会計、連結会計の３種類の財務書類を作成しており、関係団体会計等の構成は、次の

とおりです。ただし、連結会計では、現金の出入り情報を把握できないため資金収支計算書は、作成して

いません。 
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    概要版の指標例計算では、次の数値も用いています。 

Ａ 住民基本台帳人口（年度 1月１日）       30,814 人  

Ｂ 収入総額（一般会計等）        25,439,250 千円 

  【 Ｒ 業務収入 ＋ Ｓ 臨時収入 ＋ Ｕ 財務活動収入 ＋ Ｖ 前年度末資金残高  】  
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一般会計等 

普通会計 

一般会計、診療所特別会計 

公営事業会計 

  国民健康保険特別会計 

  介護保険特別会計 

  後期高齢者医療特別会計 

公営企業会計 

（法適用） 

農業共済事業特別会計 

水道事業特別会計 

（法非適用） 

観光事業特別会計 

※簡易水道事業特別会計 

※下水道事業特別会計 

全体会計 

一部事務組合・広域連合 

岡山県市町村総合事務組合、岡山県後期高齢者医療広域連合 

岡山県市町村税整理組合 

独立行政法人 

公立大学法人新見公立大学 

地方三公社 

土地開発公社 

第三セクター等 

株式会社井倉洞、有限会社草間自然休養村、公益財団法人新見美術振興財団、 

医療法人哲西会、医療法人牧水会、社会福祉法人哲西福祉会 

連結会計 

※は地方公営企業法の財務規定適用後に算入予定のため除外 

関係団体会計等 

新見市会計 



 

４ 財務書類 

簡易版の表示は、一部の金額を省略し、減価償却累計額を別表としています。 

なお、本表も同じですが、千円単位集計のため表内の計が一致しない場合もあります。 

 

   ４－１ 貸借対照表 
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無形固定資産

地方債Ｆ

土地等非償却資産率

（単位：千円）

その他

物品

建物

工作物

Ｅ

Ｊ 土地等非償却資産額

Ｋ 減価償却累計額

55.2 55.1 54.9

81.3 78.9 78.9

その他 70.2 70.2 70.2

物品 71.6 73.7 69.6

資産合計

57.0 55.2 55.0

減価償却率 71.4 70.3 70.1

135,074,065 141,783,642 144,103,836 負債及び純資産合計 135,074,065 141,783,642 144,103,836

(単位：％）

67,859,110 68,028,178 68,394,918

負債の部資産の部

純資産の部

（単位：千円）

128,131,648 130,961,704 131,197,094

33,493,173 33,807,500 33,990,522

82,628,523 84,384,144

1,800

1,308,093

22,138,800

585,565

45,800,904

1,181,734

53,951,552

124,377,482

132,229,632

208,372

▲ 11,263

長期延滞債権 173,839 285,123

長期貸付金 90,707 90,707

5,206,949 5,593,618

8,172

163,138

6,974,072

91,247

有価証券

出資金

その他

11,800 11,800

1,240,999 1,240,999

　　　－ 　　　－

285,175

　　　－

　　　－

205,134

その他

徴収不能引当金 ▲ 53,299 ▲ 65,998 ▲ 65,998

基金

▲ 11,263

ソフトウェア 275,873 329,544 332,217

1,365 1,446 1,899その他

投資及び出資金 1,252,799 1,252,799 206,934

余剰分（不足分） ▲ 33,261,113 ▲ 33,870,140 ▲ 34,339,557

固定資産等形成分

土地 19,594,553 19,614,162 19,980,092

立木竹 1,181,734 1,181,734

投資損失引当金

建物 26,721,643 26,930,266 27,327,729

工作物 429,411 431,169 447,699

その他 　　　－

84,388,503

9,827,112 9,827,112 9,827,112

2,182,840 2,942,948 2,990,957

建物

工作物

徴収不能引当金 ▲ 13,829 ▲ 18,738

一般会計等 全体会計 連結会計

その他 3,851,261 3,851,261 3,851,261

建設仮勘定 1,162,226 1,162,226 1,163,036

52,940,830 53,170,820事業用資産

固定資産 126,030,933 130,836,789

119,093,962 123,338,156有形固定資産Ｃ

物品 863,982 1,049,498

土地 45,661,845 45,800,904

建物 467,225 585,565

工作物 18,577,912 22,138,800

69,117,837

その他 323,416 323,416

建設仮勘定 258,752

棚卸資産 　　　－ 1,127

未収金 42,385 86,835

短期貸付金 8,172 8,172

基金

流動資産 9,043,132 10,946,853 11,874,204

インフラ資産 65,289,150 69,117,837

142,381323,416

269,152 269,152

277,239 330,990 334,116

139,182,289

純資産合計

142,381 153,039

Ｉ

負債合計Ｈ

132,890,186 137,696,042

一般会計等 全体会計 連結会計

　　　－ 　　　－ 　　　－

固定負債 31,634,346 34,024,771 35,200,457

　　　－ 　　　－ 　　　－

3,462,347 3,462,347 4,247,220

14,627

28,168,055 28,685,297 28,754,297

その他 　　　－ 1,873,184

3,810,646 3,932,969 4,040,114

3,459,984 3,526,462 3,565,312

前受金 　　　－ 　　　－ 　　　－

1年内償還予定地方債Ｇ

前受収益 　　　－ 　　　－ 　　　－

39,240,570

賞与等引当金 208,281 217,355 217,996

預り金

長期未払金

退職手当引当金

損失補償等引当金

流動負債

99,629,073 103,825,902 104,863,266

その他 　　　－ 1,868 2,181

35,444,992 37,957,740

3,944 3,944 3,944

2,194,996

未払金 　　　－ 44,903 86,959

未払費用 　　　－ 　　　－

20,534他団体出資分

Ｄ

▲ 18,738

6,851,081

　　　－ 20,929

6,851,081 6,944,486

現金預金 2,155,323 4,018,376 4,547,846

投資その他の資産 6,659,732 7,167,643 7,518,034



 

 

４－２ 行政コスト計算書  

     

 

４－３ 純資産変動計算書 
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　　　　－ 381 406

7,864,332 8,324,246 8,691,844

一般会計等 全体会計 連結会計

5,257,4253,795,052 4,024,434

18,937,747 27,113,988 32,960,525

12,011,923 12,795,444 14,635,730

352,539 446,763 686,461

6,925,824 14,318,544 18,324,795

12,457 13,260 18,953

2,386,036 10,945,101 14,932,159

1,760,107 1,763,145 1,763,145

2,767,224 1,597,038 1,610,537

578,242 2,508,198 3,449,686

225,740 541,534 1,319,546

経常収益

使用料及び手数料

2,616 2,616 2,616損失補償等引当金繰入額

臨時利益

その他

▲ 18,639,437 ▲ 24,886,103 ▲ 29,792,793

1,966,664 2,130,140

▲ 18,359,505 ▲ 24,605,790 ▲ 29,510,839

317,050 317,431 319,104

37,119 37,119 37,149

352,502

金額

他会計への繰出金

その他

物件費等

その他の業務費用

移転費用

補助金等

社会保障給付

Ｎ

Ｌ

Ｍ

4,546 4,546 4,546

309,888 309,888 311,535

科目

経常費用

業務費用

人件費

（単位：千円）

37,119 37,119 37,119

その他 　　　　－ 　　　　－ 30

純行政コスト

その他

純経常行政コスト

臨時損失

災害復旧事業費

資産除売却損

資産売却益

純行政コスト（△）

資産評価差額

無償所管換等

その他

余剰分（不足分）

固定資産形成分
内部移動

19,797,362 26,279,067

1,252,956 1,485,522 1,689,291

一般会計等 全体会計 連結会計

98,376,117 102,340,380

8,034,540

1,157,926 1,392,964 1,613,750

▲ 18,639,437 ▲ 24,886,103 ▲ 29,792,793

31,406,544

17,028,496 20,869,672 23,372,004

　　　　－ 　　　　－

95,030 95,030 94,986

2,768,866 5,409,395

　　　　－

103,173,975

金額

前年度末純資産残高

本年度純資産変動額

本年度差額

（単位：千円）

財源

税収等

国県等補助金

科目

本年度末純資産残高

22,130 81,912 　　　　－

▲ 22,130 ▲ 81,912 　　　　－

99,629,073 103,825,902 104,863,266

　　　　－ ▲ 2,471 ▲ 19,445



   ４－４ 資金収支計算書 
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前年度末資金残高

業務活動収支Ｏ

（単位：千円）

本年度末歳計外現金残高 142,381 142,381

本年度末現金預金残高 2,155,323 4,018,376

本年度末資金残高 2,012,942 3,875,995

前年度末歳計外現金残高 115,807 115,807

本年度歳計外現金増減額 26,574 26,574

本年度資金収支額 ▲ 102,515 6,570

2,115,457 3,869,424

3,159,674 3,162,174

地方債償還支出

その他の支出

地方債発行収入

その他の収入 　　　　－ 　　　　－

4,348,174 4,420,900

　　　　－ 　　　　－

3,159,674 3,162,174財務活動収入Ｕ

Ｖ

4,348,174 4,420,900財務活動支出

資産売却収入 37,190 37,190

その他の収入 　　　　－ 　　　　－

▲ 1,188,500 ▲ 1,258,726財務活動収支

国県等補助金収入 198,487 238,308

基金取崩収入 1,360,945 1,402,910

貸付金元金回収収入 48,871 48,871

貸付金支出 47,136 47,136

その他の支出 　　　　－ ▲ 954

1,645,492 1,727,279投資活動収入

公共施設等整備費支出 3,256,317 3,406,614

基金積立金支出 2,155,646 2,245,214

投資及び出資金支出 　　　　－ 　　　　－

3,831 3,831

5,459,099 5,698,010

▲ 3,813,606 ▲ 3,970,731

投資活動支出

投資活動収支Ｔ

臨時収入Ｓ

臨時支出 4,546 4,546

災害復旧事業費支出 4,546 4,546

その他の支出 　　　　－ 　　　　－

国県等補助金収入

使用料及び手数料収入

その他の収入

20,160,478 28,510,148

17,023,506 21,051,365税収等収入

2,566,549 5,182,132

221,957 233,564

348,466 2,043,087

業務収入Ｒ

2,767,224 1,597,038

12,457 13,260

他会計への繰出支出

その他の支出

2,386,036 10,945,101

1,760,107 1,763,145

補助金等支出

社会保障給付支出

45,573 107,262

移転費用支出 6,925,824 14,318,544

その他の支出

4,148,375 4,457,646

288,513 312,994

物件費等支出

支払利息支出Ｑ

業務費用支出 8,334,349 8,954,861

3,851,888 4,076,959人件費支出

4,899,590 5,236,027

15,260,172 23,273,406業務支出Ｐ

科目
金額

一般会計等 全体会計



 

５ 財務書類の分析（一般会計等における指標例） 
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５－１　資産形成度

①

Ｅ ÷ Ａ

②

Ｅ ÷ Ｂ

③

Ｋ ÷ （ Ｃ － Ｊ ＋ Ｋ ）

５－２　世代間公平

④

Ｉ ÷ Ｅ

⑤

÷ （ Ｃ ＋ Ｄ ）

５－３　持続可能性

⑥

Ｈ ÷ Ａ

⑦

Ｏ ＋ Ｑ ＋ Ｔ

５－４　効率性

⑧

Ｎ ÷ Ａ

５－５　自立性

⑨

Ｍ ÷ Ｌ

÷578,242 18,937,747

受益者負担の割合

経常収益 経常費用 【　受益者としての市民が負担する割合は、どれくらいか。　】

3.1 ％

純行政コスト 住民基本台帳人口 【　行政コストは、住民一人当たり、いくらなのか。　】

業務活動収支 支払利息支出 投資活動収支 【　通常収支は、いくらなのか。　】

市民一人当たり行政コスト 605 千円／人

負債合計 住民基本台帳人口 【　保有資産は、住民一人当たり、いくらなのか。　】

基礎的財政収支 1,374,497 千円

( Ｆ ＋ Ｇ ) 地方債残高 有形固定資産合計

市民一人当たり負債額

無形固定資産合計

【　社会資本である固定資産の形成に対し、将来負担する市債の残高は、どの程度あるのか。　】

1,150 千円／人

社会資本等形成の世代間負担比率 26.5 ％

【　償却資産の取得後経過年数は、耐用年数に対してどの程度経過しているのか。　】

純資産比率 73.8 ％

純資産合計 資産合計 【　これまでの世代が負担した純資産額の割合は、どの程度か。　】

有形固定資産減価償却率 71.4 ％

減価償却累計額 無形固定資産合計 土地等非償却資産額 減価償却累計額

歳入額対資産比率 5.3 年

資産合計 歳入総額 【　保有資産は、当該年度歳入の何年分なのか。　】

市民一人当たり資産額 4,384 千円／人

資産合計 住民基本台帳人口 【　保有資産は、住民一人当たり、いくらなのか。　】
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６－２　貸借対照表

　市が行う経常的な行政サービス額は、約 189億円で、市民及び関係団体に支払った補
助金や社会保障給付費の額が約 69億円であるのに対し、人件費や物件費など市役所内
部でサービスを実施した額が約 120億円となっています。業務費用の内訳としては、物
件費等、人件費、補助金等、社会保障給付が高い割合を占め、人件費については、約
38億円で経常費用の 20.0％を占めています
　また、このサービスに対して、市民が税金以外の使用料等で直接的に負担した割合で
ある「⑨受益者負担の割合」は、 3.1％となっています。

　負債は、総額で約 354億円となっており、「⑥市民一人当たり負債額」は、115万円/
人となっています。そのうち、金融機関等からの借入金である地方債は、約 316億円
で、89.2％を占め、退職手当引当金は、約 35億円で 9.8％を占めています。
　なお、地方債の一部は地方交付税の基準財政需要額に算入されることなどから、純粋
な市民負担額とは異なることには注意が必要となります。

　この表は、資産と負債の内訳を金額で示したものです。

（２）　減価償却率

（１）　資産

６－３　行政コスト計算書

（１）　経常費用

（３）　負債

　この表は、平成２８年度の資産形成に結びつかない行政サービス経費や収入について示
したものです。

６　財務書類の説明

６－１　連結

　資産総額約 1,351億円のうち有形固定資産資産が 88.2％を占めており、そのうちイ
ンフラ資産が 48.3％、事業用資産が 39.2％で、使いやすい現金・預金や基金などの流
動資産は、6.7％の約 90億円となっています。このことは、新見市が地方自治体であ
り、道路や学校といった資産を活用した行政活動を中心に事業を行っていることを裏付
けるものとなっています。土地や建物の価額は、基本的には取得価額で評価しています
が、土地で取得価額が不明なものは平成２７年度評価を基に算定を行っています。

　新見市は、平成２８年度から、「統一的な基準」で財務書類を作成しています。
　連結会計における本年度末の資産総額は、約1,441億円で、そのうち一般会計等が、約
1,351億円となり、93.7％を占めることから、ほとんどの資産は一般会計等に計上されてい
ます。
　このため、本説明は、基本的に一般会計等について記述しています。

　「③有形固定資産減価償却率」は、建物などを取得してから償却を行った額の比率で
表しており、71.4％と 50％を超えていることから、比較的年数の経過した資産をもっ
て行政をおこなっていることとなります。今後、こうした固定資産について適正な更新
を計画的に行う必要性が高くなっていることが示されています。
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６－４　純資産変動計算書

（４）　財務活動収支

　本年度の財務活動収支は、▲1,188,500千円と赤字になっています。これは、市債の
借入額よりも返済額が多いことなどで赤字になるもので、財務的には健全な状態に向
かっていることを表しています。赤字の拡大については投資抑制の側面もあることか
ら、今後は均衡を保っていく必要があることも意味します。

　経常費用から経常収益を減じたものが、行政コストとなります。全体の金額として
は、約 186億円となり、「⑨市民一人当たりの行政コスト」は、605千円/人となってい
ます。

　これまで整備した施設については、不用財産を取り壊したり売却した額や災害復旧に
要した金額が、この項目に上がってきます。資産の減少などでコストを要したものが、
317,050千円ですが、売却などによる利益は 37,119千円となっています。

　この表は、純資産の変動を確認するもので、当該年度で、約 12億円の資産が増加してい
ることなどが確認されます。

（３）　投資活動収支

６－５　資金収支計算書

（３）　臨時損失・臨時利益

（２）　行政コスト

　この表は、通常の決算書と歳計外現金の動きについて、財務活動別に、業務活動収支、
投資活動収支、財務活動収支に分類され、前年度の資金収支と増減することで、当該年度
の資金残金を表示するものです。

　本年度の収支は、▲102,515千円と赤字になっています。

　本年度の業務活動収支は、+15,260,172千円と黒字になっています。交付税や市税な
どの基本的な収入が、この収支に計上されるためですが、健全な範囲内にあることとな
ります。

（１）　本年度資金収支

（２）　業務活動収支

　本年度の投資活動収支は、▲3,813,606千円と赤字になっています。道路整備や施設
改修などの投資は、継続的に実施することとしていることから、通常赤字になります。
不足分については、通常業務活動収支などで補填することとなります。
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７－１　資産総額

平均資産総額

(億円)

1 新見市 1,351

2 県内15市 1,942

3 県北5市 1,786

4 県南10市 2,019

新見市 平均 県北 県南

７－２　負債総額

平均負債総額

(億円)

1 新見市 354

2 県内15市 656

3 県北5市 451

4 県南10市 759

新見市 平均 県北 県南

７－３　一人当たりの資産額

一人当たりの資産額

(千円／人)

1 新見市 4,384

2 県内15市 1,609

3 県北5市 3,696

4 県南10市 1,288

新見市 平均 県北 県南

4

4

　新見市の一人当たりの資産額は、 4,384千円／人で、県内 15市中 4番目に多くなっています。これ

は、人口の少ない都市が多くなる傾向があるためで、県北の 5市では 4番目に多くなっています。

※県北5市は、津山市、高梁市、新見市、真庭市、美作市

4

　新見市の負債総額は、約 354億円で、県内 15市中 6番目に多くなっています。県北の 5市では 4番

目に多くなっています。

番号 比較都市
順位

(位)

※県北5市は、津山市、高梁市、新見市、真庭市、美作市

　新見市の資産総額は、約 1,351億円で、県内 15市中 7番目に多くなっています。これは、県南の都

市数が多いことよるもので、県北の 5市では 4番目に多くなっています。

(位)

6

7

4

番号 比較都市
順位

(位)

※県北5市は、津山市、高梁市、新見市、真庭市、美作市

７　岡山県内の都市との比較

　財務書類の作成目的に一つに、他の自治体と比較して、当該市の財務状況を確認し、その後の行政運営

に活かすことがあげられます。ここでは、岡山県内の都市と比較して新見市の状況を説明します。

　なお、住民基本台帳人口については、公共施設状況調査の数値も参考とするため１月１日を採用してい

ますので、各市が公表している数値と異なり注意が必要です。

番号 比較都市
順位

1,351

1,942 1,786
2,019

0

1,000
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資産総額(億円)

354

656

451

759
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負債総額(億円)

4,384

1,609

3,696

1,288
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4,000

6,000
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一人当たりの資産額(千円／人)
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７－４　一人当たりの負債額

一人当たりの負債額

(千円／人)

1 新見市 1,150

2 県内15市 544

3 県北5市 933

4 県南10市 484

新見市 平均 県北 県南

７－５　一人当たりの行政コスト

一人当たりの行政コスト

(千円／人)

1 新見市 605

2 県内15市 366

3 県北5市 546

4 県南10市 339

新見市 平均 県北 県南

７－６　有形固定資産減価償却率

有形固定資産減価償却率

(％)

1 新見市 73.8

2 県内15市 65.7

3 県北5市 74.8

4 県南10市 61.7

新見市 平均 県北 県南

(位)

比較都市
順位

(位)

※県北5市は、津山市、高梁市、新見市、真庭市、美作市

　新見市の一人当たりの負債額は、 1,150千円／人で、県内 15市中 2番目に多くなっています。これ

は、過疎地域などで交付税算入割合の高い地方債を発行が多いことが影響したもので、県北の 5市で

は 2番目に多くなっています。

2

2

番号 比較都市
順位

番号 比較都市
順位

(位)

※県北5市は、津山市、高梁市、新見市、真庭市、美作市

4

4

　新見市の一人当たりの行政コストは、 605千円／人で、県内 15市中 4番目に多くなっています。こ

れは、人口の少ない都市では高くなる傾向があるためで、県北の 5市では 4番目に多くなっていま

す。

番号

7

4

　新見市の有形固定資産減価償却率は、 73.8％で、県内 15市中 7番目に高くなっています。これは、

建物、工作物、物品などについて古いものがどのくらいあるかの指標で、比較的建物や設備が老朽化

している傾向にあることとなります。県北の 5市では 4番目に高くなっています。

※県北5市は、津山市、高梁市、新見市、真庭市、美作市
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７－７　受益者負担の割合

受益者負担の割合

(％)

1 新見市 3.1

2 県内15市 4.5

3 県北5市 4.1

4 県南10市 4.6

新見市 平均 県北 県南※県北5市は、津山市、高梁市、新見市、真庭市、美作市

15

5

　新見市の受益者負担の割合は、 3.1％で、県内 15市中 1番低くなっています。これは、料金的には

低い負担でサービスを受けていることを意味します。しかし、厳しい財政状況においては、見直して

いく余地があることを意味しているともいえます。

番号 比較都市
順位

(位)

3.1

4.5 4.1
4.6

0.0

2.0

4.0

6.0

1 2 3 4

受益者負担の割合(％)
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